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　（注）　1）（B）欄には資本金5，000万円の分が入るが，◎欄にはこの分が入らないので，（B／D）の比率は，若干
　　　　　過大になっている。　　　　　　　　　　　　　　　　　　．
　　　　2）　国税庁企画課編r税務統計から見た法入企業の実態』昭和62年分（1988）より作成。
イギリスではこれに対して部分統合のインピュティション制度を導入し，法人レベルで配当に支払わ
れた税額を，個人株主レベルでの所得課税の際に調整している。一方アメリカにおいては，法人形態
を維持したまま，小法人が個人所得課税を選択できるS法人制度を採用し，この問題に対処している。
　わが国では最近まで，法人レベルの支払配当に軽減税率を適用するとともに，個人株主レベルの受
取配当への課税に際して配当控除を認めるという2段階の調整を行なってきた。このうち，前段の配
当軽課制度は今回の税制改革で1990年以降，廃止となり，調整は配当控除制度に一元化された。
　配当控除制度は，配当所得を個人所得の上積みとして他の所得と総合課税する際に，課税総所得が
1，000万円以下の場合に配当所得の10％，1，000万円超の場合に5％を控除する方式である。
　この制度の下で個人株主の受取配当に課される税負担tαは，次式で現わされる。　　　　「v
　　　　td　・tc十（1－tc）ti－（1－tc）d　　　　　　　　　　　　　　　　（7）
　（ただし，t，は法人税率を，　tiは第i所得階層に属する個人の所得税限界税率を，　dは配当控除率を示す）
（7）式の右辺第1項は法人レベルで配当に課される税を，第2項は受取配当への個人所得税を，第3
項は配当控除を表わしている。同一の個人が非法人形態の下で，同額の配当を受取る場合と同一の税
負担にするためには，次式が成立しなければならない。
　　　　ti　＝＝　td＝tc十（1－tc）ti－（1－te）d　　　　　　　　　　　　　　　（8）
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これからt包＝tdを実現する控除率を必要控除率d＊と置いて求めて見ると
　　　　d＊i＝tc（1－ti）／（1－tc）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（9）
となる。これは第i所得階層に属する個人株主iに対して必要な控除率であるから，d＊tと置くこと
にしよう。（9）式は所得税限界税率が高くなるほど，配当控除率が引き下げられるべきことを示して
いる31）。
　ところがわが国の制度は，課税総所得1，000万円をボーダーラインとして，10％と5％の2段階の
固定的控除率を設定しているにすぎず，その上下のそれぞれのグループ内では低い所得階層ほど，調
整率が不十分な状態となっている。もし，わが国がこの日本型の配当控除制度を貫こうとするのであ
れば，適用所得税率に対応する配当控除率表を作成して，個人株主にこれを適用する必要があろう。
このように修正される場合には，日本の方式も個人株主の税負担を配当に関して完全に調整すること
になるので，一種の「法人税・個人所得税の部分的統合」と呼びうるであろう。
　複数の配当控除率を持つ制度が煩雑に過ぎるのであれば，イギリス型のインピュティション方式へ
の移行も考えられる。この方式の下での税負担率を定式化すると次のようになる。
　　　　td＝＝tc十｛二tc十（1－tc）｝　ti－tc　　’　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（10）
（10）式の右辺第1項は法人レベルでの税負担を，第2項は中括弧内は法人税込みの配当を，第3項は
法人税控除を示している。結局，この個人株主の税負担は個人所得税率t彦となる。この税負担は，
控除率を所得税率に結びつけるように修正された日本型の配当控除制度の場合と等しい。
　これに対してアメリカのS法人制度は一層単純である。〈Subscription　S＞の適用を選択した法人は，
個人所得税の課税に従うことになることから，上の例と同じ条件の株主の受取配当にかかる税負担は
tiである。アメリカには一般法人に対する配当課税の調整制度は事実上，存在しないが，調整を真に
必要とする小法人には，このような調整の道が用意されているのである。配当二重課税調整の必要性
の有無が一方において議論されている点を考慮すると，このようなアメリカ方式はむしろ合理的と言
うべきかもしれない。
　以上の考察から，わが国の配当課税調整制度は，現行のままでは英・米と比較してより不完全で問・
題が多いことが明らかとなったが，この不完全性が，企業形態の選択に対して非法人成りのインセン
ティブになるとは考えにくい。
　3－1－4　事業主所得の費用化
　個人企業が法人化する誘因の1つに所得分割がある。個人所得税に従う非法人の場合，その所得
Pゴは税率tゴで課税される。この時に税負担はtゴPゴとなる。一方，同じ個人企業が法人化して法人税
に従う場合には，事業主の報酬を給与Yiとして控除できることから，その税負担T・は
　　　　Ti＝tc（PゴーYの十Yiti
となる。Pゴ＞Y・であるから，これに対応する所得税率もt」＞ttである。
所得分割無しの税負担tゴPゴと所得分割を伴った税負担Tiとの差Hゴiは
　　　　H轟＝tゴpゴー｛tc（PゴーY，）十Yitz｝
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（11）
（12）
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と表わされるが，（12）式が正ならば，法人化が有利といえる。
　仮に税率間にtゴ＞tc＞ti（所得分割前の適用税率は法人税率より高く，分割後の税率は法人税率より低い）
の関係が成立しているとすれば，（12）式がプラスの値を持つことは次式から明かである。
　　　　Pゴ（tゴーtc）十Y，（t。－t‘）＞0　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（13）
　所得分割は事業主1人だけでなく，しばしば家族従業員をも含むから，所得分割は一層進められ適
用税率もさらに低下する。ここに法人形態に転換する大きな誘因がある。
　さらにこれに加えて，給与所得として分割された報酬は，給与所得控除の恩典にも浴するから，法
人なりには拍車がかかることになる。小法人と実質的に同規模の個人企業と比較すると，法人のこの
ような取扱は優遇的であることは否定できない。
　この法人・非法人の間の課税上の格差を調整する方法として，わが国では個人事業者に対して「み
なし法人課税」や「専従者制度」を採用している。
　「みなし法．人課税」は法人と同等の個人企業主に対して，個人形態を維持したまま法人課税のメリ
ットを享受させる目的で，租税特別措置法により1973年（S．．48）に導入された32）。青色申告制度の普
及と言うねらいもあって，非法人の青色申告者に法人課税方式を認めるものであるが，その最も重要
な意味は，個人事業主の報酬を給与として必要経費扱いする点にある93？。すでに見たようにこれは事
実上の所得分割の容認を意味し税負担軽減効果をもつ。
　また，青色申告者の家族従業員への給与についても，必要経費として控除を認める専従者制度があ
る34）。この制度も所得分割とこれを通じての税負担軽減化に役立つ。青色申告控除とみなし法人課税
制度による減収額は（TABLE－16）が示す通りであるが，年々増大し1988年では合計650億円に達して
いる。
＜TABLE－16＞　青色申告控除・みなし法人課税制度の減収額
臥＼轡
1976（S．51）
1977（S．52）
1978（S．53）
1979（S．54）
1980（S．55）
1981（S．56）
1982（S．57）
1983（S．58）
1984（S．59）
1985（S．60）
1986（S．6J）
1987（S．62）
1988（S．63）
1989（S．64）
青色申告控　　　　除
億円190
170
190
200
230
260
290
300
290
340
340
330
340
320
み　　な　　し
法人課税
億円80
80
90
120
150
160
180
180
180
190
210
270
310
300
?
計
億円270
250
280
320
380
420
470
．480
470
530
550
600
650
620
。（注）　大蔵省調べによる。
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　このような事実上の所得分割法を非法人に認めることによって，非法人と法人間の課税上の不均衡
は是正されたが，所得分割非法人と同水準の所得をもつ給与所得者との問に不均衡が生ずる結果とな
った。わが国の抱える税制上の難問の1つがここにある。
　家族・世帯単位課税制度は，所得分割による個人企業と給与所得者との税負担のアンバランスを是
正するための方策の・1つである。これは個人所得税制側からの対応であるが，上の例の家族従業員へ
の所得分害11を無意味とさせる効果的な手段である。フランス等に見られるいわゆるN分N乗方式がそ
れであり，この制度の下では例え法人化によって所得分割を行っても，世帯所得として合算課税され
るから，法人成りのメリッは薄められることになる。　　　　　　　　　　　　　　T　　　　・
　また最近の税制改革のなかで，所得税は，従来の累進税率構造を持ったタイプから，これを持たな
いフラット税率に近いタイプへと大きな変貌をとげ，法人税との税率上の格差も僅かとなった。この
点から見て特にアメリカ，イギリスにおいては，法入化のメリットは従来よりもかなり低下したと言
ってよいであろう。しかしながら，わが国の実状はこれと異なり，なお比較的に強い累進税率構造で
かつ個人を課税単位とする所得税をもっているところから，法人成り問題の解決は容易ではない。
　3－；2　中小法人課税制度のペナルティ的側面
　3－2－1　留保金課税
　わが国の同族法人に対する留保金課税についてはすでに述べたが，アメリカにもこれに類似した趣
旨による制度が存在する。個人持株会社PHC（Persohal　holding　company）がその対象である。一般
に所得が株主に分配されず，5人以下の個人によって会社の株式の50％以上が所有され，調整総所得
の少なくとも60％が持株会社の所得であるような会社は持株会社と定義され，法人税の他に50％の加
算税を課される。PHCの所得には，配当，利子，特許権使用料などが含まれる35）。
　アメリカの場合，一般法人の株主に対する配当の重複課税に対する調整（独身者について100ドル，
夫婦について200ドル）は，1987年以降廃止された。この制度自体は調整効果の薄いものに過ぎなかっ
たが，廃止によって法人・個人株主の一体化した企業が，配当の重複課税を回避する狙いで社内留保
を利用する可能性は一層強まったと見てよいであろう。その結果，課税回避の目的で設立されている
法人に対して追加課税を行なう必要が強まり，PHCへの留保金課税がその役割を担うこととなった。
　一般に，閉鎖的法人は，配当性向をできるだけ低く抑えて企業利潤を留保形態で保持しようとする
傾向が強いが，そうする場合の税負担上の有利性を定式化してみよう。いま，配当重複課税の調整制
　　　　　　　　　｛：度が無いものとして，配当性向v％の閉鎖的法人を想定するとその法人＝株主の総税負担t＊、は
　　　　t＊1＝tc十v（1－tc）ti　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（14）
　（ただし，t・は法人税率を，　tiは第i所得階層の個人の所得税限界税率を示す）
となる。この式の右辺第1項は言うまでもなく法人税負担を，第2項は個人レベルで配当への所得税
負担を表わしている。明らかに配当性向vが低いほど，’告ﾅ負担t＊・は低下し，v＝0の時，　t。とな
る。閉鎖的法人は租税目的を優先させようとすれば，当然，できるだけvを低く設定して第2項の税
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負担を最小にするであろう。
　ここにもしインピュティション制度が導入されるとすれば，総税負担t＊・は
　　　　t＊2＝tc十〔｛tc十v（1－tc）｝ti－tc〕Z　　　（Z＝Oor　1）　　　　　（1ら）
　（ただし，v＝0のときにZ＝0，　v＞0のときにZ＝1とする）
となる。v＝1の時はt＊2＝tt，　v・＝　Oの時はt＊2＝t，となるから，　t‘＞t。の場合には留保率を上昇させ
る傾向はインピュティションの下では弱められつつもなお続くであろう。
　もっとも，最近の税制改革では，法人税率と個人所得税率との格差が極めて僅少となり，所得税最
高税率と法人税基本税とが，アメリカ，イギリスのように逆転した国も見られる。t‘〈tcの場合には
もちろんのこと，留保率の引き上げに税負担軽減の効果はなくなり，逆に配当性向は高められるかも
しれない。イギリスで先頃，過剰な留保に対する課税が廃止されたが，以上の点から見て妥当な改正
と言うべきであろう。
　一方，アメリカは一般法人に対する配当課税の調整制度を持たないことから，依然として（14）式の
配当性向vの水準が閉鎖的法人の税負担に重要な意味をもち，PHCへの加算税のような対応を必要
としていることが解る。
　わが国の場合，配当課税の調整法として，一種の「部分統合方式」を採用しているが，この制度の
下での税負担をt＊3として（14），（15）式と同様の前提で求めてみると
　　　　t＊3＝tc十v（1－tc）ti－v（1－tc）d　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（16）
　（ただし，dは配当控除率を示す）
となる。v＝0の時，　t＊3＝　tcとなり，　v＝1の時には
　　　　t＊3＝＝tc十（1－tc）　（tz－d）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（17）
となり，すでに示したように，d＊i＝t，（1一の／（1－tc）の条件を充す控除率が与えられた場合（d＝d＊i）
にのみ，t＊3＝tiとなる。制度上の控除率dが，第i所得階層に属する株主の必要控除率d＊iを下回
る時（d＜d＊のにはt＊、＞tiとなり，留保率を高めて税負担を軽減させる傾向が強まるであろう。
むすび
　中小法人課税の困難はひとりわが国だけの問題ではなく，イギリス，アメリカも試行錯誤を繰り返
してきている。非法人・法人間のアンバランスは，実質的には個人企業に分類されるべきはずの企業
を法人化させ，本来の法人であれば起こり得ない租税回避的ビヘイどアと結びついて様ざまの問題を
引き起こしてきた。これに対処するには，中小法人のそのような行為に対して一種のペナルティ的課
税方式を用いざるを得ないというのが，各国の実状である。
　ところが他方においては，大法人と同様の課税に従う場合の小法人としてのディメリットを考慮し
て，中小法人保護的・救済的な優遇制度も組み込まれている。これは非法人の一層の法人化を促すと
ともに，小法人と同等の規模や所得をもつ個人企業および給与所得者との間に，別のアンバランスを
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　一341一
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もたらしている。
　これらの問題を解決するには法人税制の側からの改革のみならず，所得税制の側からの改革が整合
的に行われなくてはならないのは言うまでもない。法人税制の整備に際しては，大法人を想定してデ
ザインされた制度を単に特例や例外規定を設けて小法人向けにアレンジするのではなく，中小法人自
体を直接の対象とする課税制度を準備することが肝要であろう。ただ，わが国の178万社の法人のう
ちの174万社，97．5％にものぼる中小法人への影響を考慮すると，安易な制度変更を繰り越すことは
許されない。十分に議論を尽くした上で企業形態の選択に対して中立的で，かつ給与所得者とのバラ
ンスも維持され得るような税制の確立が求められるが，ここで試みたいくつかの提言がそのような税
制を探る手がかかりになれば幸いである。
注
（1）〈TABLE－1＞の資本金区分は資料上の制約で1億円未満と1億円以上となっており，税法の区分の1億
　　円以下と1億円超と比較すると，ちょうど1億円の部分を前者では大法人に，後者では中小法人に含む点
　　で異る。
（2）　シャウプ使節団r日本税制報告書』Shoup　Mission，　Report　on　Japanese　Taxation，　General　Headquar－
　　ters　Supreme　Commander　for　Allied　Powers，1949．大蔵省財政史室編r昭和財政史』8巻参照。
（3）佐藤進・宮島洋『戦後税制史』1982，p，56．
（4）第2順位の持株割合のグループに属する場合，1，2順位の持株の合計で50％以上，第3順位の場合，
　　1，2，3順位の合計で50％以上であれば，同様の取扱となる。
（5）　「法人税を不当に減少させる」行為・計算の判定規準について，通常の非同族法人であれば行なうはず
　　のない行為，同族法人であるがために行なう行為とする立揚もある。この点に関しては畠山武道「同族会
　　社の行為計算の否認」r日税研論集』vol．　4，1987．に詳しい。
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　　McNulty，　Federal　Inco〃ne　Taxation：　Jndividaals，　Corporations，　PartnershiPs，4th　ed，，1985．；J．　A．
　　Pechman，　Federal　Tax　Policy，5th　ed．，1987．；水島正時「米国におけるパートナーシップ及びリミテ
　　ッド・パートナーシップの税法上の取扱い」『租税研究』no．416，1984．　6．；水島正時「米国の所得税にお
　　ける夫婦の共同申告とその有利性」r租税研究』no，429，1985．7．；水野忠恒「法人取引の課税理論　　ア
　　メリカ連邦所得税制度の考察」r法学協会雑誌』99巻3，5，7，10号，101巻2号。参照。
（10）法人企業については，A．　A．　Karagen＆J．　K．　McNulty，　op．　cit．；J．　A，　Pechman，　op．　cit．；B．　Bittker＆
　　J．　S．Eustice，　Federal　Income　Taxation　of　Corporations　and　Shareholders，1987；畠山武道「アメ
　　リカにおける法人税の発達（1）一（4｝」r北大法学論集』24巻2号，26巻2，4号，28巻2号参照。
（11）Subchapter　Rについては，　B．　Bittker＆J．　S．　Eustice，　op．　cit．；M．　M．　Caplin，　Income　Tax　Pressures　’
　　on　the　Form　of　Business　OrganizatiQn：Is　It　for　a“Doing　Business”Tax？Vかg勿如Lazv　Reviexu，
　　vol．47，1961．参照。
（12）Subchapter　R法人となる条件は，〔1）構成員が50人以下であること，（2聡所得の50％以上が事業または
　　他人のためにする不動産，証券の譲渡などからの所得であるか，もしくは資本が実質的な生産票素である
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　　こと，〔3購成員が2つ以上の企業の持分を10％を超えて保有しないこと，（4購成員は外国人ではないこと
　　である。
（13）年fU　・退職金制度はこの時点では法人のみの優遇税制であったが，その後，自営業者税退職法（The
　　Self・employed　Individuals　Tax　Retirement　Act　of　1962，“Keogh　Plans”）にょって個人事業主や組合員
　　にも年金・退職金の一定額までの控除が認められることになった。さらに1981年経済再生租税法（The
　　Economic　Recovery　Tax　Act　of　1981），1982年税負担の公平と財政の責任に関する法律（The　Tax　Equity
　　and　Fiscal　Responsibility　Act　of　1982）を経て，法人・非法人間の取扱はほぼ同等となった。　J．　B．　Lewis，
　　Taxation　of　Private　PensiQn　Plans　under　T．　E．　F．　R．　A．：Keogh　Rememberd，　American　Bar　Association
　　Journal，　voL　68，　Dec．1982．
（14）みなし配当課税制度については，J．　S．　Eustice＆J．　D．　Kuntz，　Federal　Jncome　Taxation（）f　S　Cor－
　pol・ations，　rev．　ed．，1985．；M．　N．　Newmark＆D．　M．　Lang，　The　Subehapt㊧r　S　RevisiQn　Act　of　1982，
　　Tax　Lazvyer，　vol．37．；M．　A．　Oberst，　Reform　of　the　Subchapter　S　Distribution　Rules，　Tax　Laxv
　　Re’view，　voL　38，1982．；M．　M．　Caplin，　Subchapter　S　vs．　Partnership：AProposed　Legislative　Program，
　　Virginia　Lαxv　Reviexv，　vol．61，1960．；水野忠恒「閉鎖的法人をめぐる課税問題（2），アメリカにおける
　　中小企業課税」r日税研論集』vol．4，1987．5．参照。
（15）パートナーシップ課税方式のSubchapter　Sについては，水野忠恒，前掲論文のほか，　A．　A．　Kragen＆
　　J．K．　McNulty，　Cases　and　Materials　on　Federal　lnco〃ze　7・axαtion，　Individuals，　Corporations，
　Partnerships，4th　ed．，1985，　pp．995－1012．；J．　Mullaney＆R．　Blau，　An　Analytic　Comparison　of　Par－
　　tnerships　and　S　Corps　as　Vehicles　for　Leveraged　Investments，　Journal　of　Taxation，　Sept．1983，　pp．
　　142－150．；A．Shaw，　Subchapter　S　Revision　Act　Makes　Signifi〔）ant　Changes　in　Taxing　S　Corporation
　　Operations，　Jottrnal　of　Taxation，　Feb．1983，　pp．84－90．；M．　A．　Oberst，　Reform　of　the　Subchpter　S
　　Distribution　Rules：Repudiation　of　Section　311（a＞，　Tax　Law　Reviezv，　vQ1．38，1982．　pp．79－86．，
（16）C．E．　McLure，　Jr．，　Must　Corporate　lnconte　Be　Taxed　Tzvice　？1979．；McLure，　Integration　of　the
　　Personal　and　Corporae　Income　Taxes：The　Missing　Element　in　Reccent　Tax　Reform　Proposals，　Har－
　vard　Law　Rewiezv，　voL　88，1975．；Break　and　J．　A．　Pechman，　Relationship　Between　The　Corporation
　　and　Indivjdual　Income　Taxes，　National　Tax　Jo脚α1，　vol．28，1975，；A．　Warren，　The　Relation　and
　　Integration　of　Individual　and　Corporate　Income　Taxes，　IJarward　Lazv　Rewieτv，　vol．94，　Feb．1981，；A．
　　A．Kragen＆J．　K．　McNulty，　op．　cit．　pp．785－788，　pp．1241－1258．；J．　A．　Pechman，　Iederal　Tax　Policy，
　　5重hed．，1987，　pp．179－．189．
（17）The　State　of　S7nall　Business’AR砂or’（’f　the　President，1988．は，企業の法人化（business
　　incorporations）件数の意味する内容には，個人企業またはパートナーシップからの組織変更の他に，企業
　　の創設，企業開設の単なる意思表示，企業立地の変更も含まれると指摘している。
．（18）J．M．　Cope，、B％伽855　Taxati．on　：PolicJ，ρnd　P7uctice，1987；J．　Pointon＆D．　Spratley，　Principles　of
　　Business　Taxaton，1988；J．　A．　Kay＆M。　A。　King，　The　British　Tax　System，、4th　ed．1986．　N．
　　Eastaway，　D．　Garlic＆C．　Maddock，　Moores＆ReTvland’s　A－Z　of　Tax　Planning　1987／88，1987．
（19）パートナーシップの課税制度についてはJ．　Poilton＆D．　Spratlety，　oカ．　cit．；D．　Bertram＆S．　Edwards，
　　Comprehensive　Aspects　of　Taxation－1986－87；C．　Greene，　Partnerships－What　the　new　tax　rules　will
　　mean，　Accoztntancy，1985，　vo｝．　96，　nQ．101；N．　Eastaway，　D．　Garlic＆C．　Maddock，　op．　cit．を参照。
（20）最近の企業課税制度の改正に関してはJ，Pointon＆D．　Spratley，　op，　cit．；J．　M．　Cope，　op．　cit．；J．　A．
　　Kay＆M．　A．　King，　op．　cit．；N．　Eastaway，　D．　Garlic＆C．　Maddock，　op．　cit．；M．　Seymour＆S．　Say，
　　The　Stoy　Hayward　Bztsiness　Tax　Geride，ヱ988－89，1988．青木寅男「英国の1987年度税制改正（H）」
　　『租税研究』vol・454，1897．7；青木寅男「英国の1987年度税制改正（皿）」r租税研究』vol．455，1987．9；
　　林宜嗣・中井英雄r英・仏の経済・税制に関する調査報告書』1989．2；日本租税研究会事務局「英国の税
　　制改正提案一1988．3．15．ローソン蔵相財政演説要旨」r租税研究』vol．　463，1988．5；日本租税研究協会
　　事務局「世界主要諸国の税制改革の動向」r租税研究』vo1．464，1988．6；平石雄一郎「英国の租税改正（89
　　年3月）について」『租税研究』vo1．476，1989．6；TQIIey　Publications，　Tolley’s　Corporation　Tax
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　　1987－88，1988．参照。
（21）ATC（Advance　Corporation　Tax）の名称について，　Kay＆Kingは，法人税でないにもかかわらず
　　ATCとよぶのは誤解を招きやすいと指摘している。　J．　A．　Kay＆M．　A．　King，　op．　cit．　P．165．
（22）J．M．　Cope，　op．　cit，．　p．113；J．　A。　Kay＆M．　A．　King，　op．　cit，p．167．
（23）　4期の申告期間（納税期限）は次の通りである。1月1日一3月31日（4月14日），4月1日一6月30日
　　（7．月14目），　7月1日一9．月30日（10．月14日）一10月1日一12ノヨ31日　（1月14日）。
（24）J．A．　Kay＆M．　A．　King，　op．　cit．，　pp．164－168．
（25）林宜嗣・中井芙雄『英・仏の経済・税制に関する調査報告書』1989．2．
（26）Kay＆Kingは，　BESが税負担を減ずるどころかこれをマイナスにして，多額の補助金をBES企業に
’　与えたに等しいこと，そのため初期にはこれのみを狙って設立された企業が多く見られたこと，従来，租
　　税回避の温床として法の保護の外に置かれてきた農業，アンティーク家具，不動産開発などへの投資が，
　　BESによってむしろ促進されるようになった点を指摘している。以上の他に60才以上の事業主や役員のキ
　　ャピタル・ゲインの免税と，資本移転税の軽減も行なわれている。J．　A．　Kay，＆M．　A．　King，　The　Bi’itish
　　Tax　System，　4th　ed．，1986，　pp．61－62．
（27）青木寅男「英国の1987年度税制改正（皿）」『租税研究』vo1。455，1987．9．
（28）税制調査会『今後の税制のあり方についての答申』昭和58年11月
（29）・法人税に関する租税特別措置の諸項目を一警すると，確かに中小企業向けの措置が多く含まれているよ
　　うに見える。「中小企業者等の機械の特別償却」，「中小企業構造改善計画等に係る機械等の割増償却」，「中
　　小企業の貸倒引当金の特例」，「中小企業者等の特定電子機器利用設備投資促進税制」，「中小企業等基盤強
　　化税制」がそれであるが，〈table－7＞に示したようにこれらの利用による法人税減収は，対応する中小法
　　人の税収額の4％水準にすぎない。
（30）　わが国では，貸倒引当金について，その損失見込み額積立金の一定額を当期の損金に算入し，次期に全
　　額を益金に算入し同時に引当金を設定するのが一般的である。賞与引当金，返品調整引当金，製品保証等
　　引当金もこのような総洗い替方式をとる場合が多い。
（31）シャウプ勧告によって設定された配当控除率25％は，まさにこのような考え方をとったものであった。
　　すなわち，当時の法人税率35％，個人所得の最高限界税率55％から算出すると配当控除率はd＝0．35（1－
　　0．55）／1－0．35＝0．2423となり，最高限界所得税率を規準とした控除率であったことが解る。この点につ
　　いては，林栄夫r戦後目本の租税構造』1968，pp．227－230．；シャウプ使節団，前掲書，　p．107．西野万里
　　「租税政策における公平性一個人所得税の，法人税との接点における問題点」r明大商学論叢』第57巻5号，
　　1975年参照。
（32）みなし法人課税については，畠山武道「みなし法人課税　　閉鎖的法人をめぐる課税問題」『日税研論
　　集』vol．4，1987．　5．相原安夫「みなし法人課税選択をめぐる諸問題」r税務大学校論叢』9号，1975．藤田
　　晴『税制改革一その軌跡と展望』1987，7章。武田昌輔「わが国における閉鎖法人に対する課税」『日税
　　研論集』1987．5．参照。
（33）　この問題に関しては，事業主報酬は給与所得か否か，事業主の事業所得を勤労部分と資産運用部分に区
　　分しうるか否か，勤労部分が必要経費に該当するか否か等，多くの論争がある。畠山武道，前掲論文参照。
（34）専従者制度に関しては，林宏昭「税制改革専従者制度について」r租税研究』vol．471，1989．　1．
（35）M．M．　Weinstein，　R，　J．　Gingiss，　G．　J．　Stem，　M．　J．　Tuchman，　J．　A．　Zarlengo＆D．　L．　Dudycha，　An
　　Analysis　on　the　Tax　Refom　Act　of　1986，　A　Com妙limentaror　I）istributi；on　froin　the　Publishers　of
　　Mertens　Lazv　of　Fedei－al　Income　Taxation，　1986．
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（にしの　まり）
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